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              氏        名      児 玉  幸 子           電話番号  ０９７－５５１－７１３１ 

決算取締役会開催日   平成１３年 ２月２３日    

定時株主総会開催日   平成１３年 ３月２９日                       中間配当制度の有無    有  ・   無 

 

１． １２年１２月期の業績  (平成１２年１月１日～平成１２年１２月３１日) 

(１) 経営成績                                                              (金額表示:百万円未満切捨) 

 
売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１２年１２月期 ２７，４１３ ( ２３．４) ３，９９５ (△１１．８) ４，０１３ （△１２．０）

１１年１２月期 ２２，２１０ (  ７．８) ４，５３０ (  ２２．７) ４，５６２ （  ２４．４）

 

 
当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 

経常利益率 
売上高 

経常利益率 

 百万円 ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％

１２年１２月期 ２，１４２ （ １６．９） １３４  ２２ ―― １６．０ １８．２ １４．６ 

１１年１２月期 １，８３２ (△２．５) １１４  ７６ ―― １５．４ ２３．８ ２０．５ 

    (注) １．期中平均株式数       １２年１２月期   １５，９６５，９５０株    １１年１２月期   １５，９６５，９５０株 

         ２．会計処理の方法の変更       有   ・   無   

         ３．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(２) 配当状況 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  

 中   間 期   末 

配当金総額 

( 年 間 ) 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 円    銭 円    銭 円    銭 百万円 ％ ％

１２年１２月期 ４０   ００ ２０    ００ ２０    ００ ６３８ ２９．８ ４．５ 

１１年１２月期 ４０   ００ ２０    ００ ２０    ００ ６３８ ３４．８ ５．１ 

 

(３) 財政状態 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円      銭  

１２年１２月期 ２４，２０２ １４，２７２ ５９．０ ８９３   ９０ 

１１年１２月期 １９，８８２ １２，４３６ ６２．５ ７７８   ９２ 

   (注) １．期末発行済株式数      １２年１２月期   １５，９６５，９５０株       １１年１２月期   １５，９６５，９５０株 

 

２． １３年１２月期の業績予想    (平成１３年１月１日～平成１３年１２月３１日)  

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  

 
売  上  高 経 常 利 益 当期純利益 

中  間 期  末  
 百万円 百万円 百万円 円   銭  円   銭  円   銭  

中間期 １７,８５０ ２,４１０ １,２９０ ２０  ００ ――― ――― 

通 期 ４０,０００ ６,０００ ３,２００ ――― ２０  ００ ４０  ００ 

      [参考]  １株当たり予想当期純利益 (通期)       １０７円    ５８銭 
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比較貸借対照表  （資産の部）

期  別 当       期 前       期  
（平成１２年１２月３１日現在） （平成１１年１２月３１日現在）  

科  目 金     額 構成比 金     額 構成比 金     額

（資産の部） 千円 ％ 千円 ％ 千円
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金 959,143 853,792 105,350
売 掛 金 271,199 239,524 31,674
商 品 18,827 13,963 4,864
仕 込 品 131,568 141,847 △ 10,278
原 材 料 360,383 304,588 55,794
貯 蔵 品 58,015 43,765 14,249
前 払 費 用 4,766 4,192 574
短 期 貸 付 金 10,549 48,964 △ 38,414
自 己 株 式 3,705 2,057 1,648
繰 延 税 金 資 産 80,264 ―  80,264
そ の 他 99,650 24,024 75,626
貸 倒 引 当 金 △ 2,300 △ 2,300 ―  
流動資産合計 1,995,774 8.2      1,674,420 8.4      321,354

固 定 資 産
有形固定資産
建 物 6,193,100 4,178,242 2,014,858
構 築 物 1,641,125 937,511 703,613
機 械 及 び 装 置 483,268 608,709 △ 125,440
車 両 及 び 運 搬 具 16,359 12,045 4,313
工 具 器 具 及 び 備 品 1,335,639 774,457 561,181
土 地 8,159,363 8,159,396 △ 32
建 設 仮 勘 定 229,875 126,097 103,777
有形固定資産合計 18,058,732 74.6     14,796,460 74.4     3,262,271

無形固定資産
借 地 権 23,908 15,828 8,080
電 話 加 入 権 33,254 26,811 6,443
ソ フ ト ウ ェ ア 17,767 ―  17,767
無形固定資産合計 74,931 0.3      42,639 0.2      32,292

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券 36,073 36,073 ―  
関 係 会 社 株 式 2,313,000 2,313,000 ―  
出 資 金 190 190 ―  
長 期 貸 付 金 97,646 83,335 14,311
長 期 前 払 費 用 14,478 46,534 △ 32,055
差 入 敷 金 保 証 金 1,338,803 885,960 452,843
繰 延 税 金 資 産 268,771 ―  268,771
そ の 他 3,991 3,648 343
投資その他の資産合計 4,072,956 16.9     3,368,741 17.0     704,214

固 定 資 産 合 計 22,206,619 91.8     18,207,841 91.6     3,998,777

資  産  合  計 24,202,394 100.0   19,882,262 100.0   4,320,132

増      減
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比較貸借対照表  （負債･資本の部）

期  別 当       期 前       期   
（平成１２年１２月３１日現在） （平成１１年１２月３１日現在）   

科  目 金     額 構成比 金     額 構成比 金     額

（ 負 債 の 部 ） 千円 ％ 千円 ％ 千円

流  動  負  債

買 掛 金 1,082,936 781,908 301,027

短 期 借 入 金 5,095,200 3,145,000 1,950,200
１年以内返済予定の
長 期 借 入 金

260,844 430,556 △ 169,712

未 払 金 582,739 263,114 319,625

未 払 法 人 税 等 707,000 1,224,000 △ 517,000

未 払 消 費 税 等 79,962 127,847 △ 47,884

未 払 費 用 827,981 551,347 276,634

賞 与 引 当 金 33,000 39,000 △ 6,000

そ の 他 66,137 48,646 17,490

流動負債合計 8,735,801 36.1     6,611,420 33.3     2,124,380

固  定  負  債

長 期 借 入 金 601,980 250,324 351,656

役員退職慰労引当金 193,597 185,378 8,219

債務保証損失引当金 399,000 399,000 ―  

固定負債合計 1,194,577 4.9      834,702 4.2      359,875

負   債   合   計 9,930,378 41.0     7,446,122 37.5     2,484,255

（資本の部）

資           本          金 1,512,260 6.3      1,512,260 7.6      ―  

資   本    準    備    金 2,011,993 8.3      2,011,993 10.1     ―  

利   益    準    備    金 378,065 1.6      315,075 1.6      62,989

そ の 他 の  剰  余  金

任 意 積 立 金 22,900 37,677 △ 14,777

当 期 未 処 分 利 益 10,346,797 8,559,132 1,787,664

その他の剰余金合計 10,369,697 42.8     8,596,810 43.2     1,772,887

資   本   合   計 14,272,015 59.0     12,436,139 62.5     1,835,876

負 債  ･ 資 本 合 計 24,202,394 100.0   19,882,262 100.0   4,320,132

増    減
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比較損益計算書

期  別 当       期 前       期

自 平成１２年  １月  １日 自 平成１１年  １月  １日 増    減

科  目 至 平成１２年１２月３１日 至 平成１１年１２月３１日

千円 ％ 千円 ％ 千円

売        上        高 27,413,650 100.0   22,210,049 100.0   5,203,601

売    上     原    価 9,848,423 35.9     7,868,342 35.4     1,980,081

売 上 総 利 益 17,565,226 64.1     14,341,706 64.6     3,223,519

販売費及び一般管理費 13,570,072 49.5     9,811,049 44.2     3,759,023

営 業 利 益 3,995,153 14.6     4,530,656 20.4     △ 535,503

営  業  外  収  益 75,892 0.2      85,710 0.3      △ 9,817

受   取   利   息 6,819 8,056 △ 1,236

受  取  配 当 金 291 331 △ 39

不動産賃貸収入 36,855 53,709 △ 16,853

受 取 手 数 料 17,331 13,586 3,744

その他の 収 益 14,594 10,026 4,568

営  業  外  費  用 57,573 0.2      53,396 0.2      4,176

支   払   利   息 55,360 50,821 4,539

その他の 費  用 2,212 2,575 △ 362

経 常 利 益 4,013,473 14.6     4,562,970 20.5     △ 549,497

特    別    利    益 6,206 0.0 270 0.0 5,936

固 定 資 産 売 却 益 6,036 ―  6,036

そ の 他 特 別 利 益 170 270 △ 100

特    別    損    失 43,125 0.1      454,168 2.0      △ 411,042

固 定 資 産 除 却 損 3,258 55,168 △ 51,909

固 定 資 産 売 却 損 39,867 ―  39,867

債務保証損失引当金繰入 ―  399,000 △ 399,000

税 引 前 当 期 純 利 益 3,976,553 14.5     4,109,072 18.5     △ 132,519

法人税、住民税及び事業税 1,844,696 6.7      2,276,804 10.3     △ 432,108

法 人 税 等 調 整 額 △ 11,131 △ 0.0 ―  ―  △ 11,131

当 期 純 利 益 2,142,988 7.8      1,832,267 8.2      310,720

前 期 繰 越 利 益 8,205,868 7,077,976 1,127,892

過年度税効果調整額 337,904 ―  337,904
税効果会計適用に伴う
   特別償却準備金取崩額   9,242 ―  9,242

中  間  配  当  額 319,216 319,192 24
中間配当に伴う
   利益準備金積立額   29,989 31,919 △ 1,929

当 期 未 処 分 利 益 10,346,797 8,559,132 1,787,664

〔 〕 〔〔 〕
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〔重要な会計方針〕
１．有価証券の評価基準及び評価方法は、移動平均法による原価法によっております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
仕 込 品 ・ ・ ・ ・ 移動平均法による原価法
原 材 料 ・ ・ ・ ・ 移動平均法による原価法
商 品 ・ 貯 蔵 品 ・ ・ ・ ・ 最終仕入原価法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産 ・ ・ ・ ・   建物(建物附属設備を除く)については、平成10年3月31日以前に取得したも

のは、税法基準による定率法により、平成10年4月1日以後に取得したものは、
税法基準による定額法によっております。
   上記以外の有形固定資産については、税法基準による定率法によっており
ます。

無 形 固 定 資 産 ・ ・ ・ ・    ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(5年)に
基づく定額法によっております。

長 期 前 払 費 用 ・ ・ ・ ・ 法人税法の規定に基づく定額法

４．引当金の計上基準
賞 与 引 当 金 ・ ・ ・ ・    従業員に支給する賞与に充てるため、賞与支給見込額の当期負担相当額

を計上しております。
貸 倒 引 当 金 ・ ・ ・ ・    金銭債権の貸倒れに備えるため､法人税法に定める法定繰入率による限度

額を計上しております。
役員退職慰労引当金  ・ ・    将来の役員の退職に伴う退職金の支払いに充てるため、役員退職慰労金

規程に基づく支払予定額を計上しております。
債務保証損失引当金  ・ ・ 関係会社への債務保証等に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態等

を勘案し、損失負担見込額を計上しております。

５．リース取引の処理方法
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．適格退職年金制度
① 昭和59年4月1日から従業員退職金の全部について適格退職年金制度を採用しております。
② 平成12年12月31日現在の年金資産の合計額は ２１，２５３千円であります。
③ 平成12年12月31日現在の過去勤務費用の現在額は １１，１９７千円であります。
④　過去勤務費用の償却期間は約６年であります。

７．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

〔追加情報〕
１．自社利用のソフトウエア
   自社利用のソフトウエアについては、「研究開発費及びソフトウエアの会計処理に関する実務指針」(日本
公認会計士協会 会計制度委員会報告第12号 平成11年3月31日)の経過措置の適用により、従来の会計
処理方法を継続適用しております。ただし、同報告により上記に係るソフトウエアの表示については、当期よ
り投資その他の資産の「長期前払費用」から無形固定資産の「ソフトウエア｣に変更しております。
　なお、減価償却方法は、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法によっております。

２．税効果会計の適用
   財務諸表等規則の改正により、当期から税効果会計を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に
よった場合に比べ、繰延税金資産(流動資産 ８０，２６４千円、固定資産 ２６８，７７１千円)が計上され、当期純
利益は１１，１３１千円多く、当期未処分利益は、３５８，２７８千円多く計上されております。
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〔注記事項〕
(貸借対照表関係)

当     期 前     期  
１．有形固定資産の減価償却累計額 8,106,994 千円 7,131,248 千円

２．担保に供している資産 土 地 2,638,688 千円 2,563,660 千円
建 物 760,929 千円 623,164 千円
機 械 装 置 250,062 千円 ―  千円

３．保証債務 8,363,016 千円 7,927,953 千円

４．関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 217,945 千円 242,423 千円

５．自己株式数 1,556 株 962 株

(損益計算書関係)
１．関係会社との取引高 当     期 前     期

売         上         高 1,103,685 千円 1,283,263 千円
販売費及び一般管理費 2,888 千円 1,393 千円
営業取引以外の取引高 6,277 千円 6,844 千円

２．販売費及び一般管理費の主なもの
従業員給与手当 6,715,398 千円 4,964,513 千円
賞与引当金繰入額 31,000 千円 36,800 千円
役員退職慰労引当金繰入額 7,627 千円 6,534 千円
水道光熱費 1,165,308 千円 889,981 千円
消耗品費 1,310,174 千円 551,898 千円
減価償却費 1,108,164 千円 874,100 千円
地代家賃 1,014,522 千円 740,809 千円

３．固定資産売却益の内容
土     地 6,036 千円 ― 千円

４．固定資産売却損の内容
建     物 39,867 千円 ― 千円

５．固定資産除却損の内容
建     物 ― 千円 44,391 千円
構 築 物 ― 千円 4,145 千円
工具器具及び備品 3,258 千円 6,631 千円
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比較利益処分案

科 目 当 期 前 期 増 減

千円 千円 千円

当 期 未 処 分 利 益 10,346,797 8,559,132 1,787,664

特 別 償却準備金取崩額 3,225 5,535 △ 2,310

合 計 10,350,022 8,564,668 1,785,354

利 益 処 分 額

利 益 準 備 金 33,000 △ 33,000

株 主 配 当 金 319,287 319,299 △ 11

１株につき普通配当 １株につき普通配当 
  ２０円００銭   ２０円００銭

取 締 役 賞 与 金 6,500 6,500 ―  

   計 325,787 358,799 △ 33,011

次 期 繰 越 利 益 10,024,234 8,205,868 1,818,366

(注)  １．平成１２年９月７日に、319,216千円(１株につき20円00銭)の中間配当を実施いたしました。
       ２．特別償却準備金は、租税特別措置法に基づくものであります。
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役員の異動 平成１３年３月２９日付

(１) 新任取締役候補

やまだ まつひさ

山 田 松 壽 現  営業本部長

おおむら しげお

大 村 重 男 現  常勤監査役

(２) 新任監査役候補

か い し ん じ

甲 斐 信 次 (常勤)

かわの みつお

河 野 光 雄 (非常勤)

あずま かつぞう

東 勝 三 (非常勤)

(３) 退任取締役候補

ふるかわ いさお

古 川 功

(４) 退任監査役候補

おおむら しげお

大 村 重 男

しばた みつや

柴 田 三 也
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